
所属

実施計画事業

非常に高い

現行どおり

対象

円 人

円 人

円 円

円 円

円 円

施策 31

事業費は検査委託料と職員人件費であり、コスト等の削減は難しい。

方向性

各種の水質検査の結果を基に、水道水源の適否や効果的な浄水処理を行い、適正な水質管理を行う。

水道の整備

見直し実績

事

務

事

業

評

価

内部要因

外部要因

県水と自己水源により、安定的に安全、安心な水の供給ができる体制が整っている。

　安心、安全で良質な水へのニーズが高まっている。

必要性

水質検査計画に基づき実施しており、水質基準に適合していることを確認するために必要である。

効率性

人件費 13,187,846 人件費 15,283,304

総額 27,824,908 総額 28,452,248

直接事業費 14,637,062 直接事業費 13,168,944

予定値 確定値

事務事業費決算額 13,168,944 R2 事務分担表による「事務に係る人数」 1.89

令和元年度実績： 活動指標１，２を実施

事務事業費予算額 14,637,062 R1 事務分担表による「事務に係る人数」 1.60

事業コスト計算

伏流水、井戸水の原水、及び浄水池、配水池から末端給水栓までの浄水の水質検査を実施し、水道水

源としての適否や浄水処理、配水過程の水質等の変化・状況を把握し、常に安全な水を給水するための水

質管理を行います。また、計画的に市内ブロック毎に配水管洗浄作業を実施します。

成果指標
水質基準項目の基準値の適合率

令和元年度実績： 100%

活動指標

実施形態 直営・委託

事務事業内容

(活動指標1)毎日(年365回)検査実施

(活動指標2)毎月(年12回)検査の実施

水質検査計画を策定し、供給する水道水が需要者の給水栓において、水質基準に適合していることを確認

するために水質検査を行います。また、計画的に配水管洗浄作業を実施し、安全で良質な水の供給を図り

ます。

水道水

事務事業目的

区分
必要性

事務

事業

333102 水質管理事業

事業区分 施策体系 333110 安全で良質な水の供給

効率性 非常に高い

方向性（第一次） 改善、効率化の内容 方向性（第二次）

令和元年度 事務事業評価表 上下水道部　水道施設課



所属

実施計画事業

高い

改善・効率化

対象

円 人

円 人

円 円

円 円

円 円

施策 31

令和元年度 事務事業評価表 上下水道部　水道施設課

区分
必要性

事務

事業

333105 浄配水施設更新事業

事業区分 施策体系 333120 安定的な給水体制の確立

効率性 高い

方向性（第一次） 改善、効率化の内容 強化戦略 方向性（第二次）

浄水場及び配水場について、各施設の状況及び経過年数に応じて、計画的に施設の更新及び耐震化を行

い安定給水を図ります。

給水需要者

事務事業目的

事業コスト計算

浄水場及び配水場について、各施設の状況及び経過年数に応じて、計画的に施設の更新及び耐震化を実

施します。

成果指標
施設等の故障による断水等の発生件数

令和元年度実績： 施設等の故障による断水等０件

活動指標

実施形態 直営

事務事業内容

(活動指標１) 浄水場・配水場などの適正な管理のための更新などの件数

事務事業費決算額 516,340,000 R2 事務分担表による「事務に係る人数」 3.64

令和元年度実績： 鵜ノ木浄水場急速ろ過池、監視室棟等耐震化工事、堀兼浄水場No.２配水池改修工事等

を実施

事務事業費予算額 538,823,000 R1 事務分担表による「事務に係る人数」 4.46

直接事業費 538,823,000 直接事業費 516,340,000

予定値 確定値

人件費 36,761,122 人件費 29,434,511

総額 575,584,122 総額 545,774,511

各施設の老朽化及び耐震化の現状を把握し、優先順位による更新及び耐震化を実施することにより、計画

的かつ事業費の平準化を図る。

方向性

引き続き、県水と自己水源により、安定的に安全、安心な水の供給ができる体制を維持し、各施設の適正

な管理（保守点検等）を行いながら、老朽化及び耐震化の現状を把握し、計画的に更新及び耐震化を

図る。

水道の整備

見直し実績 水道施設の更新及び耐震化を進めるにあたり、経済性を考慮して工法検討を行い工事を実施した。

事

務

事

業

評

価

内部要因

外部要因

県水と自己水源により、安定的に安全、安心な水の供給ができる体制が整っている

安心、安全で良質な水へのニーズが高まっている。

必要性

安定給水を図るため、老朽化した施設の更新や大規模な災害にも対応しうる施設の耐震化が必要である。

効率性



所属

実施計画事業

非常に高い

改善・効率化

対象

円 人

円 人

円 円

円 円

円 円

施策 31

令和元年度 事務事業評価表 上下水道部　水道施設課

区分
必要性

事務

事業

333107 老朽管更新事業

事業区分 施策体系 333120 安定的な給水体制の確立

効率性 低い

方向性（第一次） 改善、効率化の内容 改善戦略 方向性（第二次）

昭和40年代に布設された塩化ビニール管の老朽化が進行していることから、計画的に更新及び改良を行

い、漏水の防止と耐震化を図り、より一層の安定給水に努めます。

水道管

事務事業目的

事業コスト計算

塩化ビニール管や基幹管路について、計画的に耐震性を有するダクタイル鋳鉄管に布設替えを行い、安定給

水と有収率の向上を図ります。

成果指標
塩化ビニール管のダクタイル鋳鉄管への改良率

令和元年度実績： 34.56%

活動指標

実施形態 直営

事務事業内容

（活動指標1）塩化ビニール管の更新延長

（活動指標2）塩化ビニール管の更新工事件数

事務事業費決算額 391,531,000 R2 事務分担表による「事務に係る人数」 4.68

令和元年度実績： 活動指標１：1967.4ｍ　　活動指標２：6件

事務事業費予算額 464,650,000 R1 事務分担表による「事務に係る人数」 4.74

直接事業費 464,650,000 直接事業費 391,531,000

予定値 確定値

人件費 39,068,995 人件費 37,844,371

総額 503,718,995 総額 429,375,371

コスト縮減に努め、経費削減を図る。

方向性

老朽管の更新は、安定給水を確保するため、計画的、継続的に実施していく。

水道の整備

見直し実績
経験豊富な職員にアドバイスを受けながら技術の継承を行い、塩化ビニール管の更新及び基幹管路の耐震

化を進めた。

事

務

事

業

評

価

内部要因

外部要因

水道管の更新事業を計画的に進めている。

　生活のための重要なライフラインとしての役割が欠かせない。

必要性

耐震化することにより、安定給水が図れる。

効率性



所属

実施計画事業

非常に高い

改善・効率化

対象

円 人

円 人

円 円

円 円

円 円

施策 31

令和元年度 事務事業評価表 上下水道部　水道施設課

区分
必要性

事務

事業

333108 危機管理体制強化事業

事業区分 施策体系 333120 安定的な給水体制の確立

効率性 高い

方向性（第一次） 改善、効率化の内容 強化戦略 方向性（第二次）

災害等に備え、応急給水拠点の整備や資機材を拡充し、また、市民との協働による応急給水訓練などの防

災訓練を実施し、危機管理体制の強化を図ります。

給水需要者

事務事業目的

事業コスト計算

市内には応急給水拠点のうち緊急貯水槽は７箇所が整備されています。災害等に備え、市民との協働によ

る応急給水訓練などの防災訓練を実施します。

成果指標
応急給水訓練等の実施件数

令和元年度実績： 応急給水訓練を９回実施

活動指標

実施形態 直営

事務事業内容

（活動指標1）緊急貯水槽等を使用した応急給水訓練の実施件数

（活動指標2）埼玉県企業局所管施設又は緊急貯水槽以外の応急給水訓練への参加件数

事務事業費決算額 755,000 R2 事務分担表による「事務に係る人数」 1.13

令和元年度実績： 活動指標1について３回、活動指標2について6回実施

事務事業費予算額 926,000 R1 事務分担表による「事務に係る人数」 1.16

直接事業費 926,000 直接事業費 755,000

予定値 確定値

人件費 9,561,189 人件費 9,137,637

総額 10,487,189 総額 9,892,637

貯水槽の稼働確認と、接続機器を含めた点検の実施。

方向性

引き続き、危機管理体制の強化に努める。

水道の整備

見直し実績 状況分析と手法手段の見直しを検討した。

事

務

事

業

評

価

内部要因

外部要因

災害時における飲用水の確保と応急給水の対応が可能な対応が整っている。

　災害時の飲用水や応急給水を提供する役割が増加している。

必要性

応急給水訓練を実施し、危機管理体制を強化する。

効率性



所属

実施計画事業

非常に高い

改善・効率化

対象

円 人

円 人

円 円

円 円

円 円

施策 31

漏水の早期発見により、二次災害の防止が図れると共に老朽管の更新を計画的に進められる。

方向性

漏水調査は、道路陥没防止や有収率の向上に必要な手法であることから継続的に実施する。また、将来に

わたり有収率の向上を図るため、調査技術を継承するとともに、民間企業との連携による効率的な調査に努

める。

水道の整備

見直し実績 技術職を始めとした職員に経験豊富な職員から技術的な知識の継承を積極的に行った。

事

務

事

業

評

価

内部要因

外部要因

管工事組合や施設管理委託業者等との連携による災害時や漏水対応への体制が整っている。

生活のための重要なライフラインとしての役割が欠かせない。

必要性

漏水を早期に発見し、修繕することにより二次災害の防止及び有収率の向上が図れる。

効率性

人件費 17,309,048 人件費 10,108,005

総額 23,337,048 総額 13,958,005

直接事業費 6,028,000 直接事業費 3,850,000

予定値 確定値

事務事業費決算額 3,850,000 R2 事務分担表による「事務に係る人数」 1.25

令和元年度実績： 5,100件

事務事業費予算額 6,028,000 R1 事務分担表による「事務に係る人数」 2.10

事業コスト計算

漏水調査は市内全域をブロック化し計画的に行い、道路下に埋設された配水管及び各戸の水道メーターま

での給水装置について音聴調査を実施し、早期に漏水を発見し修繕を行います。

成果指標
漏水箇所の確認件数に対する修繕件数の割合

令和元年度実績： 100%

活動指標

実施形態 直営・委託

事務事業内容

（活動指標1）漏水調査件数

水道管の漏水調査を計画的に実施することにより、早期に漏水修繕を行い、二次災害の防止や老朽管更

新事業との連携により有収率の向上を図ります。

水道管

事務事業目的

区分
必要性

事務

事業

333112 漏水対策事業

事業区分 施策体系 333130 経営基盤の強化

効率性 低い

方向性（第一次） 改善、効率化の内容 改善戦略 方向性（第二次）

令和元年度 事務事業評価表 上下水道部　水道施設課


